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Ⅳ－２　店舗別にみた買物行動の特性
　次に，店舗別にみた消費者の買物行動の特性を
明らかにする．第４表に店舗別に店舗選択理由を
示した．それぞれの理由について比較すると，品
揃え・値段・鮮度の３つについては明確に店舗に
よる違いがみられたが，距離に関してはさほど違
いはみられなかった．
　フードスクエアにおいて最も多かった選択理由
が鮮度の良さであり，78人中46人，次いで品揃え
の良さ（21人）であった．また，店の大きさや駐
車場の使いやすさ，雰囲気の良さなどが他の店舗
と比べて多く挙げられている．前述のようにフー
ドスクエアは対面販売やメニュー提案など，ミー
ルソリューション型の店舗であることから9），店
舗戦略を反映した結果となっている．利用者に
ついてみると，35人（72.9％）が下館地区に居住
しており，45人（57.7％）が自動車を利用してお
り，平均移動時間は12.9分，最大移動時間は40分
であった．また60代以上の利用者は40名（53.3％）
であった．
　ストッカーの利用者58人中，最も多かった店舗
選択理由は値段の安さ（30人，51.7％），ついで
自宅からの距離（18人，31.0％）であった．店舗
タイプの基本構想は「アイテムの絞込みによる
ローコストオペレーションを構築し，エブリデ
イ・ロープライスを追求する10）」ことであること
から，フードスクエアと同様に店舗側の販売戦略
と消費者側の要望がが一致しているといえる．利
用者についてみると，35名（60.3％）が自動車を
利用しており，平均移動時間は7.8分，最大移動
時間は30分であった．また60代以上の利用者は30

名（53.6％）であった．
　岡芹エコスの利用者は19名おり，うち13名
（57.7％）が自宅からの近さを店舗選択理由に挙
げた．次に多かったのが値段の安さであるが，５
名と少なくなっている．利用者についてみると，
12名（63.2％）が自動車を利用しており，平均移
動時間は11.6分，最大移動時間は25分であった．
また60代以上の利用者は９名（69.2％）であった．
東エコスは岡芹エコスと同様，最も多かったのが
自宅からの近接性であり，26名中15名（57.7％）
の回答があった．次いで値段の安さおよび鮮度の
良さがそれぞれ８名（30.8％）から挙げられてい
る．利用者についてみると，12名（65.4％）が自
動車を利用しており，平均移動時間は7.9分，最
大移動時間は15分であった．また60代以上の利用
者は17名（44.0％）であった．
　第10図はアンケート回答者のうち下館地区に居
住する回答者の下館地区内の店舗の利用先を示し
たものである．岡芹，東の両エコスは比較的店舗
と居住地とが近い場合が多く，また多少遠い場合
も居住地と店舗とが道路でほぼ一直線に結ばれて
いる．一方でフードスクエアやストッカーはほぼ
対象地域全域からの利用者がみられる．以上のこ
とは，価格の安さや品揃えの良さのよう，販売戦
略が明確である店舗は距離の制約が少ないことを
意味している．なお，アンケート調査の際に利用
店舗と自宅から最も近い店舗とが異なる場合に理
由を求めたところ，「（近くの店舗は）値段が高く，
品揃えが悪いから（20代，女性）」，「遠くても良
い物が売っているなら買いに行きたい（30代・女
性）」，「車があるのでどこにでもいける．近場や

（アンケート調査により作成）

第４表　店舗別にみた利用理由
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安さを求めてよりは，鮮度の良い商品があるなら
多少遠くへ行ってもかまわない（40代・男性）」，「近
いところよりは価格の安いところに行く（40代・
女性）」というコメントが得られた．このことは，
消費者が店舗を選択する場合，まずは価格や鮮度
といった店舗属性を考慮することを示している．
また，アンケート調査では買物先について複数回
答が可能であるが，１店舗のみを示した回答者の
割合をみると，フードスクエアが13名（22.4％），
ストッカーが20名（25.6％）であったのに対し，
エコス２店舗を合わせても10名（22.2％）に過ぎ
ない．以上のことから，エコスを利用している消
費者は他の店舗も同時に利用している一方，フー
ドスクエアやストッカーはその店舗のみを利用す
る消費者が多い傾向にあるといえる．なお，下館
中心部以外のスーパーマーケットの利用は国道50
号線沿いのとりせんやベイシアが挙がった．これ
らの店舗については，交通手段として自家用車を
利用し，週に数回程度という少ない頻度での利用

が多かった．その他，下妻市のジャスコやつくば
市の西武，小山のヨーカドーなど，他都市の大型
店を利用する例もみられた．

Ⅳ－３　買物行動における年代の特徴
　Ⅲ－２で示したように，下館地区中心部は高齢
率が極めて高いが，年齢により買物行動にも違い
がみられると予想される．そこで，本節では調査
時に得られた回答者のコメントを引用しつつ，買
物行動における年代ごとの特徴を示す．第５表に，
年代別に自動車の運転，買物時の交通手段，そし
て店舗の選択理由の年代ごとの割合を示した．
　自動車の運転についてみると，自ら運転する割
合は年代が高くなるにつれ低くなる傾向にある．
しかし，60代，70代でもほぼ半数が自動車を運転
しており，「車があるので不便に感じることは特
にない（60代・男性）」というコメントもみられた．
しかし一方で「車が運転できなくなったら大変か
もしれない（60代・男性）」と考える回答者もい
たように，買物をする際，自動車が重要な役割を
果たしていることが伺える．今後は後期高齢者（75
～89歳）や超高齢者（90歳以上）の割合が増える
と考えられ，彼ら・彼女らの買物行動に対する不
安が懸念される11）．
　買物時の利用交通手段についてみると，60代，
70代でも半数近くが自動車を利用していたが，他
の年代と比較して若干徒歩および自転車の利用割
合が高くなっていた．他には，別居している家族
が来た時に自動車で市外のショッピングセンター
に買物に行く事例もみられた．なお，徒歩や自転
車利用者のなかには買い物のために「線路を徒歩
で越えるのが大変（60代・男性）」といった意見
や「踏切は渡っている途中に警報が鳴ってしまっ
て危ないので，鉄道を越えるには歩道橋を利用し
ている（80代・男性）」，「陸橋は不便（70代・女性）」
であるといったコメントがみられ，高齢者は中心
部を南北に分ける線路を交通障壁であるとみなす
傾向にある．また，「（国道）50号は信号でしか渡
れず，遠回りする（50代・女性）」といった幹線
道路の横断に関するコメントもみられた．

第10図 下館地区居住者による下館地区食料品
スーパーの利用パターン

地名は買物利用客のある地域のみ記載した．
（アンケート調査により作成）
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　さらに，店舗の選択理由については，駐車場の
使いやすさと営業時間の長さについては高齢者は
他年代と比べて理由としていない一方で，前述の
距離や値段，品揃え，鮮度についてはほとんど違
いは認められなかった．しかし，サービスの良さ
や店の雰囲気，その他店へのこだわりや地域性を
意識して理由を答えている人は，60代以上に多く

みられる．40代の女性回答者が「年配の方にとっ
て『買い物』をすることは，地域内の人々との交
流の意味もある」とコメントしたように，高齢者
にとっての買物は，必要なものを買いに行くため
の他に，人々との交流をするためといった意味合
いがある．近年の大型店は商品を売ることだけに
機能が特化されており，若年層はライフスタイル

第５表　年代別にみた買物行動の特性

単位は全て％．網カケは高齢世代であることを示す．
交通手段および選択理由については複数回答のため合計が100％にならない．

（アンケート調査により作成）
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に合わせ，店舗で「買物行動」をし，それ以外の
さまざまな場所で「人とのコミュニケーション」
をとっている．しかし，その両方の機能を兼ね揃
えていた商店街での買物を経験してきた高齢者に
とって，現在の「商業活動」機能だけに特化され
た食品スーパーは，「人間味に欠けた」場所であ
るともいえる．
　なお，「自宅で野菜を栽培している（20代・女
性）」，「野菜はおすそわけでもらっている分で足
りているので買わない（40代・女性）」，「家が農
家なので野菜も米も買わない（50代・男性）」，「実
家が農家のため野菜は買わない（60代・女性）」，「息
子の嫁の実家が農家のため野菜をもらえる（70代・
男性）」といったように，野菜や米などに関しては，
店舗で購入する必要がないケースも認められた．
このことは，広い年齢層の人々による地域内のコ
ミュニケーションが，高齢者の買物の不自由さを
解決する要素になりうることを示唆している．

Ⅳ　結論

　本研究では，地方都市中心市街地における食料
品小売業の衰退と高齢化との関連に焦点を当て，
茨城県旧下館市を事例として食料品買物行動の現
状とその問題点を示した．
　県西地域における下館市の中心性は，買物行動
パターンおよび大型店の立地動向の両者からみて
も低下していた．同時に，下館市内では人口の郊
外化および中心部における高齢化が進展している
と同時に店舗の大型化と郊外化が起こっており，
「日本型フードデザート問題」が発生しうる状況
にあった．食料品買物行動に関するアンケート調
査では，地方都市の特徴である高齢者の自動車利
用率の高さが示された一方で，高齢者によるコメ
ントでは移動に関する問題点や若年層との買物に
対する考え方の違い，今後の買物行動に対する不
安などを垣間見ることが出来た．独居高齢者や二
人暮らし高齢夫婦世帯などは，常に「日本型フー
ドデザート問題」直面する可能性があり，今後は
その可能性のある人々が増加する傾向にあるとい

える．
　こうした問題を解決するにあたっては，中心市
街地へのミニスーパー・生鮮コンビニエンススト
アの建設や配食サービスの実施・強化などが考え
られる．なお，アンケート調査時には前述のかま
しんが開業前であり，その利用について尋ねると，
74名（53.2％）が「利用したい」と回答した．た
だし，理由には「他のスーパーと競い合って値段
が下がることを期待している（50代・男性）」，「魚
の鮮度が良ければ（60代・男性）」，「安かったら
（50代・男性）」のように近さに関してはあまり考
慮されておらず，単なる食料品店の建設では効果
が少ないといえる．また，「ひと月13,000円で生
活しなければならず，値段をチェックしてから買
う（60代・男性）」のように，高齢者の生活費に
対する食費の割合についても考慮しなければなら
ない．しかし，いずれも実行には時間や費用がか
かることが懸念され，いかに中心市街地問題と高
齢化問題とを関連させつつ解決していくかが今後
の課題となる．
　最後に，こうした諸問題を地域内で解決する可
能性を示唆する事例を述べておきたい．筑西市の

写真２ ボランティアによる昼食作り
 昼食は配達分とボランティア員分，そして検

食の分が作られる．スケジュールは午前８時
30分に集合，午前９時から調理を開始し，11
時30分に配達するようになっている．調理・
盛り付け，配達に至るまで全てがボランティ
アである．

（筑西市社会福祉協議会により提供）
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全16地区12）では８月および１月を除き月に１回，
市民ボランティア団体による独居高齢者に対する
昼食配達サービスが行われている．献立は筑西市
が依頼した栄養士によって指定され，ボランティ
ア員によって調理，配達が行われる（写真２）．
また食事を手渡す際には健康状態などを把握した
り，話し相手になったりする（写真３）．このサー
ビスは，少なくとも1982年から現在まで継続され
ているという．こうした活動は，前述した高齢者
の買物および食生活にかんする問題を地域内で解
決する方法のモデルケースとして注目すべきであ
ろう． 写真３　食事の配達

 ボランティア員がそれぞれ担当して配達す
る．手渡しの時には世間話などをして安否を
気遣う． （2007年７月　岩間撮影）

　本稿を作成するにあたり，筑西市役所，下館商工会議所および同女性会，茨城県県西事務所，筑西市
社会福祉協議会，南部女性会，関東鉄道の皆様には大変お世話になりました．また，アンケートに答え
ていただいた皆様にお礼申し上げます．なお，2006年の調査では筑波大学大学院生命環境科学研究科大
学院生（当時）の原野未来将氏および葛城友香氏に，2007年度の調査では茨城キリスト教大学文学部の
岩間信之講師および筑波大学大学院生命環境科学研究科大学院生の佐々木雅俊氏にそれぞれご協力いた
だきました．以上，記して感謝いたします．なお，本稿の取りまとめには，日本学術振興会平成19年度
科学研究費補助金（特別研究員奨励費，代表者：駒木伸比古，課題番号19・436）による研究費の一部を
利用しました．

［注］
１）東北地域62都市を対象とした山川（2004）は，21世紀における高齢化問題について，その重点が都
市中心部に移行していることを指摘している．

２）茨城県自治体問題研究所編（1980），下館地域商業近代化委員会（1988），および聞き取り調査による．
３）社会ネットワーク分析は，ネットワークを構成する行為者のネットワーク構造で占める位置や形態，
行為を把握することを目的としている．既存の研究においては，個人間の相互作用や関係分析にお
ける組職間・地域間・国家間の関係によって形成される構造的地位や支配力を考察する際に用いら
れている（金光，2006；安田，2004；Adams, 1998；Breiger, et al., 2003；Capineri and Kamann, 
1998など）．

４）1992年のデータでは食料品と日用品は区分されているが，2003年のデータでは統合されている．本
稿では，2003年と比較を可能とするために，1992年のデータの食料品と日用品の項目を統合して分
析した．

５）この地理行列では，県西地域の20ヶの市町村と10ヶの茨城県の市町村，そして東京都や栃木県，埼玉県，
千葉県の４つの地域を単位地域とした．なお単位地区の選定にあたっては，県西地域からの買物移
動の着地となっている地域と，県西地域に買物移動のある地域を考慮した．1992年のデータでは茨
城県以外の地域も市町村別に整備されているが，2003年のデータは茨城県以外の地域は都道府県別
となっている．そのため，OD表作成の際には県西地域以外の地域間の流動量は除外した．
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６）連結度と中心性の階層区分はそれぞれの順位規模グラフ上での急変点を基準として行った．中心性
は５つ，連結度は４つにそれぞれ区分した．ただし，連結度においてそのレベルが最も低い第４階
層は，買物行動パターン分析の際には考慮しないこととした．

７）総合スーパー，複合型スーパー，食料品スーパーのそれぞれの定義は次のとおりである．総合スー
パー：衣食住の各々を50％未満取り扱う小売業者で，主としてセルフサービス販売方式を採るもの．
複合型スーパー：２種類以上の業態の店舗が同一敷地内に営業しているもの．食料品スーパー：食
料品を70％以上取り扱う専門スーパーで，主としてセルフサービス販売方式を採るもの．

８） 下館市は主に1951年３月30日以前の旧町村に基づき，次の10地区に分けられている．下館地区（旧下館
町），竹島地区（旧竹島村），養蚕地区（旧養蚕村），五所地区（旧五所村），中地区（旧中村），河間地区（旧
河間村），大田地区（旧大田村），嘉田生崎地区（旧嘉田生崎村），川島地区，伊讃地区（旧伊讃村）．

９）株式会社カスミウェブページ内PDF版会社案内による（http://www.kasumi.co.jp/index.html，最終
閲覧日：2007年12月10日）．

10）同９）．
11）平成19年度交通安全白書によると，65歳以上の免許保有人数は1,040万人（39.1％）であり，そのう

ち男性は773万人（68.5％），女性は267万人（17.5％）となっている．このことからみても，高齢者
は相対的に自動車の利用が困難であり，とくに女性でその傾向が強いといえる．

12）2007年度は，旧下館市内では11地区で配食サービスが予定されており，川島地区のみは毎月実施さ
れる．旧関城町，旧明野町，旧協和町でも実施予定であるが，旧協和町では毎月行われる一方で，
旧明野町は年８回，旧関城町は年３～４回となっており，サービスの地域差が認められる．
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